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業務の適正を確保するための体制
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した事項は次のとおりであります。

（1）執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
当社におけるコンプライアンス体制の基盤となる行動指針を定め、職務の執行に当たっては法令及び定款

とともにこれを遵守することを徹底する。

（2）執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
当社における執行役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき適切に保存及び管理を行

い、また、必要に応じ閲覧が可能となるようにする。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①適切なリスク管理を行うため、リスク管理規程を制定し、当該規程によりリスク管理に関する方針及び体
制を定める。

②リスク管理体制の整備及び見直し、リスク情報の集約並びに災害等の不測の事態が生じた場合の危機管理
対策のため、リスク管理委員会を設置する。

（4）執行役の職務が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会の決定事項の実行に関し協議、決定するために経営会議を開催する。
②執行役及び使用人の責任と権限の範囲を明確にする職務権限規程を制定し、その責任と権限の範囲で、業
務執行が効率的に行われる体制を整備する。

（5）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①使用人が業務を行うに当たり、行動指針を法令及び定款とともに遵守することを徹底し、併せて使用人に
対するコンプライアンス教育を行う。

②当社の事業活動において法令・定款違反等の発生及びその可能性のある事項を早期に発見し是正するため
の内部通報制度を整備し、使用人からの報告体制を整える。

③会社組織及び社内の各部署における業務の執行状況を把握し、助言及び勧告を行うための内部監査体制を
整備する。

（6）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
①法令等に基づき、グループ各社の規模・事業特性を勘案し、関係会社管理規程を制定するとともに、当社
グループにおける内部統制システムを構築・運用する。

②当社の役職員（取締役・執行役・使用人）がグループ会社の取締役及び監査役を兼務し、当該グループ会
社の業務執行を監督・監視する。
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（7）監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査委員会の職務を補助するため、当社の使用人の中から監査委員補助者を配置する。

（8）前号の使用人の執行役からの独立性の確保に関する事項
監査委員会より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して、執行役からの指揮命令を受

けないものとする。

（9）監査委員会の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
①監査委員会が必要とした場合に、監査委員会の職務を補助する使用人を置くものとする。
②執行役等は、前項の使用人の求めに応じて、会社の業務執行状況等を当該使用人に報告する。

（10）執行役及び使用人が監査委員会に報告するための体制その他の監査委員会に対する報告に関する体制
①執行役は、取締役会規程の定めに従い、業務執行の状況その他必要な情報を取締役会において報告又は説
明する。

②執行役及び使用人が会社の信用又は業績について重大な被害を及ぼす事項又はそのおそれのある事項を発
見した場合にあっては、監査委員会に対し速やかに当該事項を報告するものとする。

③監査委員会は、職務の執行に当たり必要となる事項について、執行役及び使用人に対して随時その報告を
求めることができ、報告を求められた者は速やかに報告を行うものとする。

（11）前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保するための
体制
監査委員会に報告、相談を行った執行役、使用人もしくは子会社の役職員に対して、当該報告・相談を行

ったことを理由とする不利益な取扱いを禁止し、その旨を執行役、使用人もしくは子会社の役職員に周知徹
底する。

（12）監査委員会の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について
生じる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

①執行役は、監査委員会の職務執行に協力し、監査の実効性を担保するための予算措置を図り、監査委員会
の職務執行にかかる経費等の支払いを行うものとする。

②当社は、監査委員会が職務執行のために生じる合理的な費用の前払い又は償還等の請求をしたときは、速
やかに当該費用又は債務の処理を行うものとする。

（13）その他監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査の実効性を確保するため、監査委員会が執行役、使用人、内部監査室及び会計監査人との間で積極的

な意見・情報の交換をできるようにするための体制及び必要に応じ弁護士、公認会計士等の助言を受けるこ
とができる体制を整備する。
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では、企業集団の業務の適正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年

度における運用状況の概要は以下のとおりであります。

（1）当社は、「コンプライアンス委員会」を適時開催し、法令・社内規程等の遵守状況を審議した上で、必要
に応じて、コンプライアンス態勢を見直した。また、「リスク管理規程」に基づき、「リスク管理委員会」
を適時開催し、子会社を含む当社グループのリスク評価を行い、その管理及び低減に努めた。

（2）当社の取締役会は社外取締役４名を含む取締役６名で構成し、執行役（取締役兼務を除く）６名も出席し
た上で16回開催し、取締役及び執行役の職務執行を監督した。また、取締役会は、執行役を選任し、各執
行役は、代表執行役の指揮・監督の下、各自の権限及び責任の範囲で、職務を執行した。また、取締役会
の決定事項の実行に関し協議、決定するための経営会議を11回開催した。

（3）子会社については、「関係会社管理規程」に基づき、重要な事項を当社取締役会において審議し、子会社
の適正な業務運営及び当社による実効性のある管理の実現に努めた。

（4）内部監査室は、取締役会の承認を受けた内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、
各校舎を対象とする監査を実施し、その結果及び改善状況を代表執行役及び監査委員会に報告した。

（5）監査委員（社外取締役３名）は、監査委員会を11回開催し、監査方針を含む監査計画を策定し、監査委員
会の職務を補助する監査委員補助者に、各校舎を対象とする監査を実施させ、監査委員会で報告を受け、
監査委員間での情報共有に基づき会社の状況を把握し、必要な場合は、提言の取りまとめを行った。さら
に、取締役会に出席するとともに、取締役・執行役及び使用人と対話を行い、内部監査室・会計監査人と
連携し、取締役・執行役及び使用人の職務の執行状況を監査した。
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連結株主資本等変動計算書 （2024年４月１日から2025年３月31日まで）
（単位：千円）

株主資本

資本金 資本
剰余金

利益
剰余金 自己株式 株主

資本合計

当期首残高 1,216,356 410,842 5,035,597 △225,819 6,436,976

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △945,540 △945,540
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,862,845 1,862,845

自己株式の取得 △206 △206
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）
連結会計年度中の変動額合計 − − 917,306 △206 917,099

当期末残高 1,216,356 410,842 5,952,903 △226,026 7,354,075

その他の包括利益
累計額 非支配

株主持分
純資産
合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 51,352 △240 △26,972 27,286 51,426 2,527 6,490,930
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 − △945,540
親会社株主に帰属する
当期純利益 − 1,862,845

自己株式の取得 − △206
株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額
（純額）

△51,007 240 8,032 △27,286 △70,020 24 △69,996

連結会計年度中の変動額合計 △51,007 240 8,032 △27,286 △70,020 24 847,103

当期末残高 345 − △18,939 − △18,594 2,552 7,338,033
（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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連結注記表
［連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等］
1．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

①連結子会社の数 ７社
②連結子会社の名称
・株式会社インターエデュ・ドットコム
・株式会社エデュケーターサポートサービス
・GAKKYUSHA U.S.A. CO.,LTD.
・GAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.
・株式会社学究社帰国教育
・ENA EUROPE GmbH
・KSリアルティー株式会社

2．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数 ０社

なお、前連結会計年度において持分法適用関連会社でありました株式会社市進ホールディングスは、
株式の全部を譲渡したため、持分法適用の範囲から除外しております。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうちGAKKYUSHA U.S.A.CO.,LTD.、GAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.、ENA EUROPE
GmbH及び株式会社学究社帰国教育の決算日は１月末日であります。連結計算書類の作成に当たっては、当
該会社の同決算日現在の計算書類を使用して、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な
調整をしております。

4．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
関係会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
なお、時価のあるその他有価証券のうち、取得価額と債券金額との差額が金利の調整と認められるも
のについては、償却原価法により原価を算定しております。

②棚卸資産
商品、貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法によっております。但し、当社及び国
内連結子会社は、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については定額法によっております。
主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ３〜50年
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ５年
工 具、 器 具 及 び 備 品 ３〜15年
使 用 権 資 産 １〜11年

②無形固定資産
定額法
自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づいております。

（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金

営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金
年俸制対象者を除いた従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき、当連結会計年度負担額

を計上しております。
（4）収益及び費用の計上基準

当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容
及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

教育事業
教育事業においては、中学、高校及び大学への受験生を対象とした進学塾の運営を行っております。
顧客である生徒に対して授業を提供することを履行義務としており、顧客との契約に基づく受講期間に

おいて授業を提供した時点で履行義務の充足を認識しております。また、当事業の履行義務に関する支払
いは、概ね１ヶ月分を履行義務の充足前に前受けする形で受領しております。なお、対価の金額に重要な
金融要素は含まれておりません。

（5）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、その効果が発現すると見積られる期間（15年以内）で均等償却しております。

（6）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の計算書類の作成に当たって採用した重要な外貨建の資
産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

② 退職給付に係る負債の計上基準
当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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［表示方法の変更に関する注記］
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「為替差損」は、金額的重要性が増
したことにより、当連結会計年度より区分掲記することとしております。なお、前連結会計年度の「為替差
損」の金額は4,660千円であります。
また、前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外費用の「寄付金」（当連結会計年度453千円）

は、金額が僅少となったため、当連結会計年度においては営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま
す。

[会計上の見積りの変更に関する注記]
（資産除去債務の見積りの変更）

当連結会計年度において、校舎等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務に係る資産除去
債務について、直近の原状回復費用実績等の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を
行いました。
また、資産除去債務の計上については、従来、負債計上に代えて不動産賃貸借契約に関連する差入保証金の

回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当連結会計年度の負担に属する金額を費用に
計上する方法によっておりましたが、当連結会計年度より、原状回復費用を資産除去債務として負債計上する
ことといたしました。これは、当連結会計年度において原状回復費用の総額が差入保証金の総額を上回ること
となり、従来の方法によることが認められなくなったことによるものであります。
これにより、当連結会計年度において資産除去債務を560,148千円計上しております。

［連結貸借対照表に関する注記］
1．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 1,753,346千円
土地 1,052,340千円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 148,663千円
長期借入金 1,161,774千円

2．有形固定資産の減価償却累計額 3,679,026千円
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［連結損益計算書に関する注記］
1．減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
場 所 用 途 種 類 金 額（千円）

東京都足立区、
東京都大田区、
東京都八王子市他

事 業 所

建物及び構築物 80,387

工具、器具及び備品 956

その他 4,417

合計 85,761
当社グループは、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業所を基本単位としてグル

ーピングしております。営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである事業所、並び
に、閉鎖及び移転の意思決定をした事業所について、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づ

く使用価値がマイナスのためゼロとして評価しております。

［連結株主資本等変動計算書に関する注記］
1．発行済株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末
普通株式（株） 10,968,356 − − 10,968,356

2．配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年５月13日
取締役会 普通株式 456,468 42 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年11月８日
取締役会 普通株式 489,071 45 2024年９月30日 2024年12月10日

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年５月15日
取締役会 普通株式 利益剰余金 489,068 45 2025年３月31日 2025年６月30日
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［金融商品に関する注記］
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に進学塾による授業等のサービス提供を行うための設備投資計画に基づき、必要な
資金調達を主に銀行より行っております。
一時的な余資は、安全性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金を適宜必要に応じて、銀行借

入により調達しております。
（2）金融商品の内容及び当該金融商品に関するリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建てのものについては、
為替変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての残高の範囲内にあります。
投資有価証券は、その他有価証券として保有する債券であり、信用リスク、市場価格の変動リスク及び

為替リスクに晒されております。
差入保証金は、不動産賃貸借契約に基づき、支出した差入保証金であります。これは退去時に返還され

るものであり、貸主の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金及び未払法人税等は、ほとんどが１年以内の期日であります。また、外

貨建てのものについては、為替変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外貨建ての残高の範囲内
にあります。
借入金は、主に賃貸用不動産の取得に必要な資金調達を目的としたものであります。変動金利による借

入金は、金利変動リスクに晒されております。
（3）金融商品に関する管理体制

①信用リスク
当社は、営業債権及び差入保証金について、管理本部において取引先の状況を定期的にモニタリング

して、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。連結子会社に関しても同様の債権管理を行っております。
投資有価証券については、格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少でありま

す。
当期の連結決算日現在における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表

価額により表わされております。
②市場リスク

当社グループは、海外事業の展開を行っていることにより、外貨建ての営業債権に関して為替変動の
リスクに晒されております。
投資有価証券については、定期的に時価等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。

③資金調達に係る流動性リスク
当社グループは、各部門からの報告に基づき、管理本部が適宜資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性を一定に維持すること等により、流動性リスクを管理しております。
（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用
することにより当該価額が変動することもあります。

2025年05月30日 19時35分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20250213_01）



連結計算書類

10

2．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払法人
税等については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時 価
（千円）

差 額
（千円）

（1）投資有価証券
その他有価証券 493,094 493,094 −

（2）差入保証金 1,132,111 693,707 △438,404
資産計 1,625,205 1,186,801 △438,404

（1）１年内返済予定の長期借入金 148,663 148,663 −
（2）長期借入金 1,161,774 1,161,774 −

負債計 1,310,438 1,310,438 −

（注１）金銭債権の償還予定額
１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 2,642,584 − − −
売掛金 71,814 − − −
投資有価証券
その他有価証券のうち満期があるもの
公社債 − − 583,167 −

合計 2,714,399 − 583,167 −

（注２）１年内返済予定の長期借入金、長期借入金の連結決算日後の返済予定額
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

５年超
（千円）

１年内返済予定の長期借入金 148,663 − − − − −
長期借入金 − 148,663 103,943 94,999 94,999 719,166
合計 148,663 148,663 103,943 94,999 94,999 719,166
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定し

た時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ

ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

区分
時価

レベル１
（千円）

レベル２
（千円）

レベル３
（千円）

合計
（千円）

（1）投資有価証券
その他有価証券
公社債 493,094 − − 493,094
資産計 493,094 − − 493,094

（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

区分
時価

レベル１
（千円）

レベル２
（千円）

レベル３
（千円）

合計
（千円）

（1）差入保証金 − 693,707 − 693,707
資産計 − 693,707 − 693,707

（1）長期借入金
（１年内返済予定含む） − 1,310,438 − 1,310,438

負債計 − 1,310,438 − 1,310,438
(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券
当社が保有する債券は取引金融機関から提示された相場価格を用いて評価しており、活発な市場で取引されているため、その時

価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金
返還予定時期を見積もり、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金（１年内返済予定含む）
変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価

は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。
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［賃貸等不動産に関する注記］
当社は、東京都その他の地域において、賃貸用オフィスや賃貸用住宅等（土地を含む。）を有しております。
当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は76,878千円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）であります。
また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は以下のとおりであります。

区分
連結貸借対照表計上額 連結会計年度末の時価

（千円）当連結会計年度
期首残高（千円）

当連結会計年度
増減額（千円）

当連結会計年度末
残高（千円）

賃貸等不動産 397,941 △261,095 136,845 265,000
賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産 2,349,728 △38,234 2,311,493 3,151,712

（注）1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2．時価の算定方法
期末の時価は、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく価格によっております。

［収益認識に関する注記］
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）

報告セグメント その他（注）
（千円）

合計
（千円）教育事業

（千円）
不動産事業
（千円）

計
（千円）

小中学生部門 9,369,756 − 9,369,756 − 9,369,756
個別指導部門 707,988 − 707,988 − 707,988
大学受験部門 1,574,624 − 1,574,624 − 1,574,624
その他 974,568 − 974,568 510,294 1,484,863
顧客との契約から生じる収益 12,626,938 − 12,626,938 510,294 13,137,233
その他の収益 − 75,247 75,247 77,436 152,683
外部顧客への売上高 12,626,938 75,247 12,702,186 587,730 13,289,916

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、インターネットによる受験、教育情報の配信サービス事
業等を含んでおります。

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「4．会計方針に関する事項（4）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているので、注記を省

略しております。
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3．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約負債の残高等

当連結会計年度（千円）
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 64,295
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 71,814
契約負債（期首残高） 1,253,461
契約負債（期末残高） 1,255,720

契約負債は、翌月以降に顧客へ提供する授業に関する授業料等の前受金であります。契約負債は、収益
の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は1,253,461千

円であります。
（2）残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社においては、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実
務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から受
け取る対価の額に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等はありません。

［１株当たり情報に関する注記］
１株当たり純資産額 674円 95銭
１株当たり当期純利益 171円 40銭

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書 （2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主
資本合計資本

準備金
資本
剰余金
合計

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計繰越利益剰余金

当期首残高 1,216,356 653,340 653,340 4,832,761 4,832,761 △225,819 6,476,637

事業年度中の変動額

剰余金の配当 − △945,540 △975,540 △945,540

当期純利益 − 1,756,473 1,756,473 1,756,473

自己株式の取得 − − △206 △206

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

− − −

事業年度中の変動額合計 − − − 810,932 810,932 △206 810,726

当期末残高 1,216,356 653,340 653,340 5,643,693 5,643,693 △226,026 7,287,363

評価・換算差額等

純資産
合計その他有価

証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 − − 6,476,637

事業年度中の変動額

剰余金の配当 − △945,540

当期純利益 − 1,756,473

自己株式の取得 − △206

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

345 345 345

事業年度中の変動額合計 345 345 811,072

当期末残高 345 345 7,287,709

（注）記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。
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個別注記表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
1．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
なお、時価のあるその他有価証券のうち、取得価額と債券金額との差額が金利の調整と認められるも

のについては、償却原価法により原価を算定しております。
（2）棚卸資産

商品、貯蔵品
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

2．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法
但し、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は

定額法。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜50年
構築物 10〜50年
工具、器具及び備品 ３〜15年

（2）無形固定資産
定額法
自社利用のソフトウェアについては、社内利用可能期間（５年）に基づいております。

3．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

営業債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
年俸制対象者を除いた従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上し

ております。
（3）退職給付引当金

一部の従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務に基づき、当事業年度末に
発生していると認められる額を計上しております。なお、当事業年度末における退職給付債務の算定に当
たっては、自己都合退職による当事業年度末要支給額を退職給付債務とする方法によって計上しておりま
す。
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4．収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
教育事業
教育事業においては、中学、高校及び大学への受験生を対象とした進学塾の運営を行っております。顧客

である生徒に対して授業を提供することを履行義務としており、顧客との契約に基づく受講期間において授
業を提供した時点で履行義務の充足を認識しております。また、当事業の履行義務に関する支払いは、概ね
１ヶ月分を履行義務の充足前に前受けする形で受領しております。なお、対価の金額に重要な金融要素は含
まれておりません。

5．その他計算書類作成のための重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理してお
ります。

（2）のれんの償却方法及び償却期間
のれんは、その効果が発現すると見積られる期間（15年以内）で均等償却しております。

［会計上の見積りの変更に関する注記］
（資産除去債務の見積りの変更）

当事業年度において、校舎等の不動産賃貸借契約に基づく退去時における原状回復義務に係る資産除去債務
について、直近の原状回復費用実績等の新たな情報の入手に伴い、原状回復費用に関して見積りの変更を行い
ました。
また、資産除去債務の計上については、従来、負債計上に代えて不動産賃貸借契約に関連する差入保証金の

回収が最終的に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、当事業年度の負担に属する金額を費用に計上
する方法によっておりましたが、当事業年度より、原状回復費用を資産除去債務として負債計上することとい
たしました。これは、当事業年度において原状回復費用の総額が差入保証金の総額を上回ることとなり、従来
の方法によることが認められなくなったことによるものであります。
これにより、当事業年度において資産除去債務を553,472千円計上しております。

［貸借対照表に関する注記］
1．担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 1,753,346千円
土地 1,052,340千円

（2）担保に係る債務
１年内返済予定の長期借入金 148,663千円
長期借入金 1,161,774千円

2．有形固定資産の減価償却累計額 3,177,226千円
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3．関係会社に対する金銭債権債務
短期金銭債権 2,538千円
長期金銭債権 101,516千円
短期金銭債務 32,071千円
長期金銭債務 9,737千円

4．取締役・執行役に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債務 244千円

［損益計算書に関する注記］
1．関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 96,727千円
営業費用 357,012千円

営業取引以外の取引高 90,256千円
2．減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場 所 用 途 種 類 金 額（千円）

東京都足立区
東京都大田区、
東京都八王子市他

事 業 所

建 物 80,387

工具、器具及び備品 989

そ の 他 4,417

合計 85,793
当社は、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、事業所を基本単位としてグルーピン

グしております。営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスである事業所、並びに、閉
鎖及び移転の意思決定をした事業所について、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基

づく使用価値がマイナスのためゼロとして評価しております。

［株主資本等変動計算書に関する注記］
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 100,058 101 − 100,159
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［税効果会計に関する注記］
1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞与引当金損金不算入額 11,236千円
未払事業所税損金不算入額 7,504千円
未払事業税損金不算入額 31,563千円
貸倒引当金損金算入限度超過額 47千円
減損損失否認額 75,414千円
減価償却超過額 37,252千円
退職給付引当金損金不算入額 14,927千円
関係会社株式評価損損金不算入額 61,939千円
資産除去債務損金不算入額 174,204千円
その他 25,995千円

繰延税金資産小計 440,085千円
評価性引当額 △149,775千円

繰延税金資産合計 290,309千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 159千円
資産除去債務に対応する除去費用 108,600千円

繰延税金負債合計 108,760千円
繰延税金資産純額 181,549千円

［関連当事者との取引に関する注記］
1．役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員及びその近親
者が議決権の過半
数を所有している
会社

ケイエスケイ
ケイ株式会社
（注１）

被所有
直接37.7％

不動産賃借
役員の兼任

不動産の賃借
（注２） 125,033 前払費用 11,461

保証金の差入
（注２） − 差入保証金 101,516

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．ケイエスケイケイ株式会社は、当社取締役会長河端真一が議決権の100％を直接保有しております。

2．不動産の賃借及び保証金の差入については、近隣の地代及び取引実勢等を勘案し、賃借料等を合理的に決定しております。

［収益認識に関する注記］
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「［収益認識に関する注記］」に

同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。
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［１株当たり情報に関する注記］
１株当たり純資産額 670円 55銭
１株当たり当期純利益 161円 62銭

［重要な後発事象に関する注記］
該当事項はありません。
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